
（原則）

H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
予定

H21
目標

1通常保育の実施

保護者の委託を受け、保育に欠ける
児童の保育を行う保育所への助成
【数値目標】
　H16 20,399人 ⇒ H21 21,600人
  保育所在籍児童数

保育所在籍児童数  21,052人
保育所在
籍児童数

人 20,39921,29121,13621,05221,32621,60054.4概ね着実な推進が図られている。
平成２０年度以降も着実な推進を図
り、目標を達成する。

児童家庭課

幼稚園における預かり
保育の実施

共働き家庭における幼児教育への
ニーズに応えるため、通常の教育時
間終了後２時間以上預かり保育を実
施する私立幼稚園への助成
【数値目標】
　H16 57園 ⇒ H21 63園
　実施幼稚園数

５９園
実施幼稚
園数

園 57 59 59 59 61 6150.0
概ね着実な推進が図られている。保
育する園児数が増加している。

全ての幼稚園（休園を除く６１園）が実
施するよう未実施園に協力を求め、
目標の達成に向けて努力していく。

3延長保育の実施

１日１１時間を超えて保育所を開所す
る延長保育の促進
【数値目標】
　H16  108か所  1,960人
  ⇒ H21  160か所   2,800人
  実施保育所数及び定員

１６市町村・１２６か所で実施
実施保育
所数

か所 108 117 126 126 143 16034.6

推進は図られているが、予定した進
捗率は達成できていない。
（理由：短時間勤務保育士の確保が
困難、ニーズが予想を下回るなど）

平成１９年度に県単独補助金を創設
した。
事業実施を各市町村・保育所にさら
に働きかけることにより、目標の達成
を目指す。

児童家庭課

4夜間保育の実施

概ね午後10時まで開所する夜間保育
所への助成
【数値目標】
  H16　1か所 25人
 ⇒ H21  2か所  65人
  実施保育所数及び定員

１か所・６０人

実施保育
所数

定員

か所

人

1

25

1

45

1

45

1

60

1

60

2

65
87.5着実な推進が図られている。

平成２０年度以降も着実な推進を図
り、目標を達成する。

児童家庭課

5
福祉サービスに対する
第三者評価事業の推進

第三者評価事業による事業所（保育
所）の受審の推進
【数値目標】
　H16 - ⇒ H21 40か所
  被評価事業所（保育所）数

保育所の受審なし。
被評価事
業所（保育
所）数

か所 - 0 0 1 20 40 2.5

評価機関の認証、評価調査者の養成
を行い体制を整備するとともに、事業
所にむけた説明会を行い受審促進の
ための周知を図っている。受審を検
討する施設は少しづつ増加してきて
いるが、成果につながっていない。

保育所を中心とした事業所への個別
訪問を実施し、保育所における評価
項目およびその効果等を説明し、受
審を積極的に働きかけ、目標達成を
目指す。

福祉保健総務課

6
幼稚園教諭、保育士、放
課後児童指導員を対象
とした研修会の実施

保護者の子育て支援などに関する研
修会の実施
【数値目標】
　H16 1,800人 ⇒ H21 2,200人
  参加人数

保育所（園）等関係職員研修
（１３回）１６３４人
放課後児童指導員研修
（4回）７９７人
幼稚園等新規採用教員研修
（１０回）３４０人
幼稚園教育課程研究協議会
（５回）１２６人
園長等運営管理協議会
（１回）５５人
保育技術協議会
（２回）１１５人

参加人数 人 1,8003,4863,2823,0673,5003,50074.5着実な推進が図られている。 平成２０年度も着実な推進を図る。
教･義務教育課
児童家庭課

7
認可外保育施設への支
援

認可外保育施設職員の健康診断の
実施
【数値目標】
　H16   13か所 ⇒ H21   36か所
　実施保育所数

４市町（甲府市・甲斐市・増穂町・昭和
町）
１６か所（５０人）に助成した

実施保育
所数

か所 13 13 14 16 16 3613.0

認可外保育所においては、職員の健
康診断受診の際の代替職員確保が
難しい状況にある施設があること、ま
た、職員の健康管理の必要性への理
解が十分でないことがあり、２か所増
加したのみであった。

認可外保育施設の指導監査等を通じ
て、より一層、制度の周知を図り、助
成件数の増加を目指す。

児童家庭課

事　業　名
今後の取り組み及び
目標達成の見込み

担　当　課事　業　内　容 単位番号
実施状況についての

評価・分析

2

「やまなし子育て支援プラン」　平成１９年度事業実施状況

第１節　　多様な保育ニーズへの対応

目標
単位

数　　値 進捗
率
　 (%)
※

事業の実施状況

資　料　１　－　１
※進捗率　　＝

  （Ｈ１９年度数値）－（当初年度の数値）

（Ｈ２１年度目標数値）－（当初年度の数値）

私学文書課

［数値目標変更の検討結果］
　 休園の幼稚園が２園あるため、63園　→　61園へ変更

1



H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
予定

H21
目標

事　業　名
今後の取り組み及び
目標達成の見込み

担　当　課事　業　内　容 単位番号
実施状況についての
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目標
単位

数　　値 進捗
率
　 (%)
※

事業の実施状況

83歳未満児保育の実施

３歳未満児の保育を行う保育所への
助成
【数値目標】
　H16  4,941人  ⇒ H21  6,493人
　在籍児童数

産休・育休明け保育
１歳児保育
　９，５９０人  ３９，２８３千円
３歳未満在籍児　６，０７３人

在籍児童
数

人 4,9415,7975,9416,0736,2836,49372.9着実な推進が図られている。
平成２０年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

9休日保育の実施

休日に保育を行う保育所への助成
【数値目標】
  H16  1か所  10人
　 ⇒ H21 31か所  1,100人
　実施保育所数及び定員

３か所・４０人
実施保育
所数
定員

か所
人

1
10

2
30

3
40

3
40

4
50

31
1,100

6.7

各市町において、平成２１年度までに
１～２か所の休日保育実施保育所の
設置を計画しているものの、実際には
それほどのニーズがなく、実施に踏み
切れない状況がうかがえる。
（その他２か所で実施するも利用実績
が低く補助事業の対象外）

平成２０年度は、事業実施について、
市町村及び保育所への働きかけをさ
らに強め、目標達成を目指す。

児童家庭課

10一時保育の実施

突発的・緊急的・一時的な保育に対
応する保育所への助成
【数値目標】
　H16  60か所  167人
　 ⇒ H21 115か所  360人
　実施保育所数及び定員

６１か所・２８０人
延べ利用人数　２３，７９３人

実施保育
所数
定員

か所
人

60
167

47
235

53
238

61
280

88
300

115
360

58.5概ね着実な推進が図られている。
平成２０年度は、事業実施について、
市町村及び保育所への働きかけをさ
らに強め、目標達成を目指す。

児童家庭課

11特定保育の実施

１週間の中で特定の日時のみの保育
に対応する保育所への助成
【数値目標】
  H16  3か所  16人
　 ⇒ H21 15か所  80人
　実施保育所数及び定員

１か所　１人
延べ利用人数　２５人

実施保育
所数
定員

か所
人

3
16

3
16

3
6

1
1

9
30

15
80

-0.2

各市町村地域行動計画において、平
成２１年度までに７市町で特定保育の
実施が計画されているものの、計画
に対する進捗率はおもわしくない。一
時保育などが対応しているため、実
際にはそれほどのニーズがない状
況。

平成２０年度は、事業実施について
市町村及び保育所への働きかけをさ
らに強め、目標達成を目指す。

児童家庭課

12
病後児保育の実施
(施設型)

病気の回復期にある児童の保育を病
院や保育所等で行う取り組みの促進
【数値目標】
  H16  1か所  4人
　 ⇒ H21 10か所  30人
  実施箇所数及び定員

４か所で実施  定員１６人
実施保育
所数
定員

か所
人

1
4

3
12

3
10

4
16

6
30

10
30

46.2

推進は図られているが予定した進捗
に達していない。
（その他、平成１９年度から自園型９
か所で実施）

従前の施設型・派遣型は、次世代育
成支援対策交付金から保育対策等
促進事業費補助金に組み替え。事業
は病院、保育所で児童の体調の度合
いにより対応を図る内容に移行して
いる。事業の着実な推進を図る。

児童家庭課
健康増進課

13
病後児保育の実施
(派遣型)

病気の回復期にある児童がいる家庭
に看護師等を派遣し、保育を行う取り
組みの促進
【数値目標】
　H16  -  ⇒ H21  9,300回
　年間延べ実施回数

実績なし
年間延べ
実施回数

回 0 93 158 0 9,3000.0

潜在的な需要はあると予想される
が、現実には実績に現れていない。
当初の計画時にはなかった病後児保
育（自園型）事業が新設されたため病
後児保育（自園型）事業へ方針変更
した可能性がある。

従前の施設型・派遣型は、次世代育
成支援対策交付金から保育対策等
促進事業費補助金に組み替え。事業
は病院、保育所で児童の体調の度合
いにより対応を図る内容に移行して
いる。

児童家庭課
健康増進課

14
児童養護施設等におけ
る児童の短期養育の実
施(ショートステイ)

保護者の疾病等のため、家庭での養
育が困難となった児童を短期間養育
する事業の促進
【数値目標】
　H16  - ⇒ H21  3か所
　実施か所数

甲府市が開設　（１か所）
　 委託先　 めだかの学校
　 実   績   実人員２１人、４７日

実施か所
数

か所 - 0 1 1 1 3 33.3
平成１９年度は甲府市で事業実施し
た。

市町村地域行動計画において、平成
２１年度までに５か所の実施が計画さ
れているので、事業実施をより一層働
きかけ、目標の達成を目指す。

児童家庭課

15
放課後児童クラブの実
施

放課後児童クラブの運営に要する経
費への助成
【数値目標】
　H16  155か所  6,088人
  ⇒ H21   180か所   7,400人
　実施か所数及び定員

実施か所数　177か所（24市町村）
実施か所
数
定員

か所
人

155
6,088

161
6,311

173
6,996

177
7,293

184
7,561

180
7,400

91.8着実な推進が図られている。
平成２０年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

16
ファミリー・サポート・セン
ターの設置促進

地域で育児の相互援助活動を行う
ファミリー・サポート・センターの設置
促進
【数値目標】
  H16  2か所 ⇒ H21 10か所
　実施か所

県単独補助制度（小規模ファミリー・
サポート・センター支援事業費補助
金）により山梨市･笛吹市に補助した。

県内６か所で実施
・甲府市、富士吉田市、山梨市、大月
市、韮崎市、甲斐市、笛吹市、昭和町

実施か所
数

か所 2 5 6 8 10 1075.0
県単独補助金を創設したことにより、
ファミリー・サポート・センターの設置
促進が図られている。

平成２０年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

2
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事業の実施状況

17
地域子育て支援セン
ターの設置

育児不安解消のため相談指導などの
事業を実施する市町村への助成
【数値目標】
　H16　23か所 ⇒ H21  51か所
　設置か所数

３６か所

　指定施設　２１
　小規模　　 １５

設置か所
数

か所 23 30 36 36 37 5146.4

事業の組み替えにより、ひろば型、セ
ンター型、児童館型の区分に移行。
施設数は増えていない。
（その他、国補対象外施設が１１か
所）

平成２０年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

18つどいの広場の設置

子育て中の親子が相談･交流できる
場の設置促進
【数値目標】
　H16　4か所 ⇒ H21　39か所
  設置か所数

１０市町村・１４か所で実施
設置か所
数

か所 4 9 16 14 16 3928.6
事業の組み替えにより、ひろば型、セ
ンター型、児童館型の区分に移行。
施設数は増えていない。

市町村に対する働きかけを、より一層
行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

19
子育て支援コーディネー
ターの養成

地域の子育て家庭を支援する人材の
育成
【数値目標】
　H16　－ ⇒ H21　200人
　養成人員

養成講座実施期間
　平成１９年６月１５日～１１月９日
（８回）
養成講座受講者
　６１人(うち修了者５７人）

養成人員 人 - 39 76 133 173 20058.4概ね着実な推進が図られている。
目標達成に向けて、より一層の推進
を図る。

教・社会教育課

20母親クラブへの支援

地域において児童福祉の増進を図る
母親クラブなどの活動に助成
【数値目標】
  H16 31か所 ⇒ H21 38か所
　設置か所数

３２か所・８市町に助成
設置か所
数

か所 31 31 33 32 31 3814.3

新たな設立に向けての働きかけを
行った。
クラブが継続して活動する一方で、新
たな設立の動きは鈍い。

平成２０年度も引き続き、市町村への
働きかけを行い、目標の達成を目指
す。

児童家庭課

21
児童ふれあい交流の促
進

年長児童と赤ちゃんのふれあい体
験、中・高校生の居場所づくり、乳幼
児への絵本の読み聞かせ事業を実
施する市町村への助成
【数値目標】
  H16　6市町村 ⇒ H21　10市町村
　実施市町村数

実施市町村　６市町村
（山梨市、南アルプス市、北杜市、甲
州市、昭和町、小菅村）

実施市町
村数

市町村 6 6 6 7 7 1025.0
新たに事業実施するよう、市町村に
対して働きかけを行った。

平成２０年度は新たに２市村から助成
の申請見込があり、９市町村に助成
する見込みである。
今後、市町村担当者会議等あらゆる
機会を通じて、より一層の働きかけを
行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

22異年齢児との交流

地域での異年齢間の交流促進のた
め、子どもを主体とした活動への助成
【数値目標】
  H16　18地域26団体
　⇒H21　40地域150団体
  延べ助成団体数

子どもや親子のための活動に助成
１０地域２９団体

延べ助成
団体数

団体 26 58 79 108 131 15066.1着実な推進が図られている。
事業周知をさらに徹底し、実施団体
及び参加者を増加させることにより、
目標の達成を図る。

青少年課

23
「遊び、学ぶ、子育て教
室」の開催

講演会や相談会を開催し、子育て中
の親に育児知識や技術等の情報を
提供するとともに、仲間づくりを行う場
を設ける。
【数値目標】
  H16　-　⇒ H19　30市町村
　延べ市町村数

８市町村（累計２６市町村）
実施市町
村数

市町村 - 10 18 26 -
30

（Ｈ１９）
80.0着実な推進が図られた。

平成１９年度をもって事業廃止となっ
たが、各市町村において継続実施が
望まれる。

児童家庭課

24
地域の青少年活動への
指導者派遣

地域の青少年活動の活性化のため、
地域ぐるみでの多様な青少年活動の
支援
【数値目標】
  H16　-　⇒ H21　500人
　講師派遣数

地域で行う子どもを対象とした健全育
成事業に講師を派遣

講師派遣数　５１人

講師派遣
数

人 - 106 238 289 339 50046.4

推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。
（前年度に目標値を累計数 ５００に修
正している。単純比率では概ね着実
な推進が図られている。）

平成２０年度も引き続き推進を図り、
目標の達成を目指す。

青少年課

25児童館の整備促進

児童館、児童センターを整備する市
町村への助成
【数値目標】
  H16　57館 ⇒H21　70館
  設置数

２市、１町
（笛吹市、身延町、大月市(H19,20)）

設置数 館 57 64 64 66 68 7069.2着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課

第３節　　次代を担う子どもたちの健全育成

第２節　　子育てにかかる負担感の軽減
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26児童厚生員の研修

児童厚生員の資質向上のために研
修会の実施
【数値目標】
  H16　 95人 ⇒ H21　400人
　児童厚生二級指導員資格取得者数

児童館研修　年５回
放課後児童指導員等研修　年４回

児童厚生
二級指導
員資格取
得者数

人 95 133 224 291 350 40064.3着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課

27
おじいちゃん、おばあ
ちゃん先生の派遣

地域の子どもと高齢者との世代間交
流のため、高齢者をボランティアとし
て、保育所等へ派遣し遊びの指導等
を実施する市町村への助成
【数値目標】
  H16　 -  ⇒ H21　80か所
　延べか所数

実績なし
実施か所
数

か所 - 8 12 - - 80 5.6平成１８年度をもって廃止 放課後児童クラブ内の事業が継承。 児童家庭課

子どもの帰り道ふれあ
い・見守り事業の実施

小学校低学年児童の下校時に地域
の高齢者が通学路を巡回し、児童の
安全確保及び高齢者との交流を実施
する市町村への助成
【数値目標】
  H16　 -  ⇒ H21　284校
　延べ学校数

大月市を除く全市町村にｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞ
ﾘｰﾀﾞｰが巡回し、ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞ活動を指
導した。
大月市は独自に実施。

実施学校
数

校 - 20 51 188 284 28463.6

着実な推進が図られている。
平成１７年度開始の地域ぐるみ学校
安全体制整備推進事業により、ｽｸｰﾙ
ｶﾞｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰの巡回活動が行われてい
る。

市町村担当者会議等あらゆる機会を
通じて、より一層働きかけを行い、全
小中学校で実施という目標の達成を
目指す。

29
高校生の１日リハビリ
テーション体験

リハビリテーションに関する普及啓発
のため、高校生を対象に医療の現場
で介護の体験
【数値目標】
  H16　230人 ⇒ H21　300人
　参加者数

参加高校数　２５校
参加者数　１９２人

参加者数 人 230 271 209 192 300 300-54.3

推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。
（年３００人参加の累計ベースでは、
４３．２％。）

参加を呼びかけるとともに、学校行事
に支障なく参加できるよう学校へ協力
を求め、目標の達成を目指す。

長寿社会課

30
ふれあいリハビリ交流大
会

機能訓練や介護予防事業参加者・家
族・ボランティアが一堂に会した交流
の場の開催
【数値目標】
  H16　119人 ⇒ H21　170人
　ボランティア参加者数

ボランティア参加者数　１３８人
ボランティ
ア参加者
数

人 119 121 119 138 0 17037.3
推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。

当初の目的を達成したため、Ｈ１９年
度をもって廃止。

長寿社会課

31
こどもエコクラブ交流エコ
教室の開催

環境保全に対する意識の向上と視野
を広め、地域での自主的な環境保全
に向けた取り組みを実践させるため
に、子どもエコクラブ会員や一般の子
どもたちの体験的な環境活動を通じ
た交流機会の提供
【数値目標】
  H16 41人 ⇒ H21　80人
　参加者数

平成１９年７月２８日
八ヶ岳自然ふれあいセンターで実施

参加者７７名

参加者数 人 41 53 68 77 80 8092.3着実な推進が図られている。

自然体験プログラムの内容・場所等
を検討して充実させていく。
近郊小学校へ直接チラシを持ち周知
するなど、周知方法を工夫することに
より、参加者数の増加が見込まれ、
目標は達成できると考える。

環境創造課

32
やまなしどんぐりクラブ
の育成

子どもたちに森林や緑に親しんでもら
うため、どんぐりを拾ってきた児童等
の登録及び苗木の贈呈、植樹等
【数値目標】
  H16 900人 ⇒ H21　1,000人
　参加者数

実施期間
　平成１９年１０月１５日～１１月１４日

会員数
　 １，２７０名

参加者数 人 900 728 7441,270 9141,000370.0

平成１８年度は山林におけるクマの
出没等により参加計画を取りやめて
いた学校もあったが、１９年度はそう
した課題もなく、幼稚園・学校等によ
る参加数も順調に増加した。

様々な機会を通じてどんぐりクラブへ
の加入の呼びかけを行うことで、参加
者数の維持を図り、目標達成できると
考える。

みどり自然課

33学校林の活用

小中学校における森林を活用した環
境教育を推進するための学校林の環
境整備の促進
【数値目標】
  H16　24校⇒H21　38校
　学校林を活用した学校数

県内４か所で実施
笛吹市管内の小学校共同活用林
笛吹市管内の小中学校共同活用林
早川中学校
神金小学校

学校林を
活用した
学校数

校 24 26 27 33 35 3864.3
既存の学校林の再整備、学校林を活
用した活動が行われた。

今後も学校林における体験学習の機
会が増加するよう、人的支援を含め
協力していく。
また、新規学校林活用校の掘り起こ
しも進めていく。
このことにより、目標は達成できる見
込みである。

みどり自然課

34１００万本植樹運動

県民参加の森づくり、ボランティア活
動の促進のため、御下賜100周年に
向けた100万本植樹の展開
【数値目標】
  H16　27万本 ⇒ H22 100万本
  植樹数

南アルプス市ほか１７か所で実施
参加者　５７２名
植栽本数　１２１，７１３本

植樹数 本 270,000389,627511,340654,021770,881
1,000,000

（Ｈ２２）
52.6概ね着実な推進が図られている。

今後も植林を続ける中で、平成２２年
度の100万本植樹の達成を目指す。

林業振興課

［数値目標変更の検討結果］
　 事業の組み替えに伴い、全小中学校（２８４校）にスクールガードリーダーが巡回することとする。１５０校　→　２８４校へ変更

28
スポーツ健康課
児童家庭課
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35子ども樹木博士の認定

親子で自然や樹木に親しんでもらうた
め、覚えた樹木の名前の数に応じて
子ども樹木博士の認定証を授与
【数値目標】
　H16　135人 ⇒ H21　335人
　子ども樹木博士認定者数

県下２か所で開催
①平成１９年７月２９日
　県緑化センター　参加者３０名
②平成１９年８月１９日
　河口湖ﾌｨｰﾙﾄﾞｾﾝﾀｰ  参加者４０名

子ども樹
木博士認
定者数

人 135 173 208 244 300 33554.5概ね着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

みどり自然課

緑の少年隊の育成

少年少女たちに、緑とのふれあいを
通して、緑を愛し、緑を守り育てる心
を持ってもらうための、緑の少年隊活
動に対する助成
【数値目標】
　H16　3,688人 ⇒ H21　4,000人
　緑の少年隊隊員数

補助実績
　隊数　　７０隊
　隊員数　　４，５４９名

緑の少年
隊隊員数

人 3,6884,7625,1814,5495,4564,000276.0着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

37
高校生インターンシップ
推進事業

「インターンシップ推進連絡協議会」
「地域連絡会議」の設置
事前指導における勤労観、職業観育
成のための講演
インターンシップの啓発のためのパン
フレットの作成
【数値目標】
　H16　1,100人 ⇒ H21　1,800人
　参加者数

・「インターンシップ推進連絡協議会」
「地域連絡会議」の設置
・事前指導における勤労観、職業観
育成のための講演
・インターンシップの啓発のためのパ
ンフレットの作成
・インターンシップ手引き書の作成（生
徒編，学校編，企業編）

参加者数 人 1,1001,6771,7931,8011,8501,800100.1着実な推進が図られている。

「インターンシップ推進連絡協議会」
や「地域連絡会議」の運営を活発にし
て、普通高校にも推進する等により、
目標の達成を図る。

教・高校教育課

38
進路に関わる啓発的経
験の実施

職業現場の見学、体験活動
社会人を招へいしての講演会、懇談
会
進路学習会、進路講話の開催
【数値目標】
　H16　87% ⇒ H21　100%
　職場体験実施率（中学校）

職場体験実施校     ９５／９６校
職場体験
実施率(中
学校)

％ 87 93 94 99 100 10092.3着実な推進が図られている。

平成２０年度には啓発体験として、県
内の全中学校での職場体験実施が
見込まれ、目標を達成できると考え
る。

教・義務教育課

39
ものづくり技能者の育成
促進

高度な技術、技能に触れさせるととも
に、「ものづくり」への関心を高めるた
め、高校生のものづくり体験講座の実
施
【数値目標】
　H16　87人 ⇒ H21　120人
 参加者数

定員１２６名　　参加者５７名 参加者数 人 87 64 64 57 81 120-90.9
募集人員に対して、参加者数が少な
い傾向があるが、より一層のＰＲ活動
を行う必要がある。

設備、人員配置等から定員数を決め
ている。県教育委員会との実施の協
定もあることから、今後も高校の協力
を得て、より一層のＰＲ活動を実施す
ることで、目標の達成を目指す。

職業能力開発課

40訓練の充実

産業構造の変化や技術革新等に対
応した人材を育成するため、産業技
術短期大学校、都留・峡南高等技術
専門校、就業支援センターの訓練の
充実
【数値目標】
　H16　79.2% ⇒ H21　100%
　普通課程訓練受講者の就職率

普通課程受講者就職率　９７．４％

普通課程
訓練受講
者の就職
率

％ 79 83.6 97.0 97.4 100 10087.6
普通課程の就職率は高い値を示して
いるが、定員充足が課題となってい
る。

Ｈ２０から峡南高等技術専門校の「建
築科」の入校生を中卒対象から高卒
対象と、訓練内容の高度化を図った。
これにより、定員充足率及び就職率
の上昇が見込めるものと考えている。

職業能力開発課

青少年関係施設の利用
促進

青少年センター、青少年自然の里、
愛宕山こどもの国等の各種事業の実
施
【数値目標】
　H16　657,000人
　 ⇒ H21　712,000人
　青少年関連施設利用者数

青少年ｾﾝﾀｰ他、各少年施設において
各種健全育成事業を実施。企画展参
加者、利用者など増加。
利用者７９０，８３９人
（内訳）
　青少年センター　    288,571人
　愛宕山こどもの国　 277,752人
　愛宕山自然の家　    21,704人
　八ヶ岳自然の家　     38,741人
　科学館　               145,196人
　中富青少年自然の里　 7,700人
　棡原青少年自然の里　11,175人

青少年関
連施設利
用者数

人 657,000718,678769,313790,839712,000712,000243.3

指定管理者制度の導入、外部団体連
携事業の開始等により、魅力ある主
催事業の展開や外部団体との事業
連携による新たな企画の結果、利用
者増につながっている。

今後も利用者アンケート等によりニー
ズの把握分析に務め、サービスの一
層の向上と魅力ある事業展開を図る
ことにより、さらに多くの県民に利用を
促進する。

［数値目標変更の検討結果］
変更予定なし。

41
青少年課
児童家庭課
教・社会教育課

36 みどり自然課

［数値目標変更の検討結果］
平成１９年度は平成１８年度に比べ減少している状況である。少子化や学校の統廃合の影響もあることから、目標数値の変更は状況を見ながら検討する。
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42
啓発リーフレット、ステッ
カーの作成、配布

青少年の非行防止、健全育成、業界
自主規制のためのリーフレット、ス
テッカー等の配布
【数値目標】
　H16　12,700部 ⇒ H21　30,000部
　年４回の発行部数

有害自動販売機追放のための啓発
パンフレットを作成・配布
　
３０，０００部

発行部数 部 12,70030,00030,00030,00030,00030,000100.0着実な推進が図られている。
資料が有効に活用されるよう、さらに
悪書等の自動販売機に関する最新
情報の掲載・紙面の見直し等を行う。

青少年課

43「暮らしの教室」の実施

若年層を狙った悪徳商法の被害を未
然に防ぐため、高校生や大学生を対
象に「巣立ち教室」を、新社会人を対
象に「新社会人教室」の開催
【数値目標】
　H16　3,000人 ⇒ H21　4,000人
　参加者数

１７回　２，９２８人 参加者数 人 3,0004,0202,0902,9283,5004,000-7.2

積極的に周知活動を行った結果前年
を大幅に上回る結果が得られたが、
目標達成に向けてさらに取り組む必
要がある。

さらに積極的な周知活動を行うことに
より、目標は達成できる見込みであ
る。

県民生活課

44「教職員研修」の実施

児童、生徒による消費者教育のあり
方を学んでもらうため、小中学校の教
員を対象に研修会の実施
【数値目標】
　H16　40人 ⇒ H21　160人
　参加者数

２回　１６５人 参加者数 人 40 34 40 165 160 160104.2
積極的な周知活動、需給開拓の結
果、目標数値を達成できた。

さらに周知及び需要開拓により、今後
も目標は達成できる見込みである。

県民生活課

45育児支援家庭訪問活動

家庭内での育児、家事に関する援
助、技術指導等への取り組みの促進
【数値目標】
  H16　－市町村 ⇒ H21　22市町村
　実施市町村数

次世代育成対策交付金対象事業
１８市町村で実施

実施市町
村数

市町村 - 15 14 18 21 2242.9
推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。

引き続き母子保健推進事業に関する
指導を行い、実施市町村の増加に努
める。

健康増進課

46
市町村ネットワークの構
築

市町村による児童虐待対策のための
広報、啓発、予防活動、要保護児童
への支援
【数値目標】
  H16　6市町村 ⇒ H21　全市町村
　（要保護児童対策地域協議会設置
市町村数）

設置市町村：２５市町村

要保護児
童対策地
域協議会
設置市町
村数

市町村 6 20 25 26 28 2890.9着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課
健康増進課

47
里親制度の普及と登録
者の拡大

家庭における様々な事情により、自
分の家で生活ができない児童を預か
り自宅で育てる里親を認定
【数値目標】
  H16　94人⇒H21　110人
　里親登録者総数

認定登録者数　１０９人 （H20.3.31現
在)

里親登録
者総数

人 94 98 106 109 114 11093.8着実な推進が図られている。
より一層里親制度の普及・啓発を行う
ことにより、里親登録者の増加を図
る。

児童家庭課

48里親による養育の拡充

登録された里親への児童委託の拡充
【数値目標】
  H16　19% ⇒ H21　23%
　措置児童全体に占める里親委託の
割合

２１．２％

措置児童
全体に占
める里親
委託割合

％ 19 20 22 21 22 2350.0概ね着実な推進が図られている。
より一層里親制度の普及・啓発を行う
ことにより、順調な事業実施につなげ
る。

児童家庭課

児童養護施設の整備

要保護児童のための児童養護施設
の設置促進
【数値目標】
  Ｈ16　5か所⇒Ｈ21　6か所
　設置か所数

平成１９年４月開設（１か所）
設置か所
数

か所 5 5 6 6 6 6100.0
平成１９年４月に児童養護施設が開
設したことにより、目標を達成した。

－

50
地域小規模児童養護施
設の設置促進

小人数によ家庭的ケアの実施のため
の6人定員の小規模型養護施設
【数値目標】
  Ｈ16　1か所 ⇒ Ｈ21　2か所
　設置か所数

１か所で実施
設置か所
数

か所 1 1 1 1 1 2 0.0
設置について働きかけを行っている
が、その成果はまだ出ていない。

地域小規模児童養護施設設置のた
めの働きかけをより一層行い、目標
の達成を目指す。

児童家庭課

49

［数値目標変更の検討結果］
児童養護施設を設置する予定なし。数値目標は変更しない。

児童家庭課

第４節　　支援を必要とする子どもたちへのきめ細かな取り組み
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51小規模グループケア

家庭的なケアを実施するため、児童
養護施設内で小グループを構成し、
その中に指導員を配置して指導を実
施
【数値目標】
  Ｈ16　3か所 ⇒ Ｈ21　4か所
　設置か所数

３施設で実施
設置か所
数

か所 3 2 2 3 3 4 0.0
設置についての働きかけを行ってい
るが、その成果はまだ出ていない。

平成２１年度に４施設で完成する予定
なので、これにより目標は達成され
る。

児童家庭課

施設における心理職員
の配置

施設内において心理療法士による遊
戯療法やカウンセリングを実施
【数値目標】
  Ｈ16　2名 ⇒ Ｈ21　5名
　職員配置数

５施設で実施
（常勤職員３、非常勤職員２）

職員配置
数

人 2 4 5 5 5 5100.0着実な推進が図られている。 目標に達している。

母子家庭の母に対する
職業訓練

就労経験に乏しい母子家庭の母の職
業的自立を促すための職業訓練
【数値目標】
  Ｈ17 57.1% ⇒ Ｈ21 74%
　職員配置数

定員　　　　２０名
応募者数　１７名
入校者数　１５名

就職率 ％ - 57.1 87.5 76.9 74.0 75.0110.6

Ｈ１８に比べ就職率が下がったが、定
員、入校者、修了者ともに増加しい
る。また「第８次山梨県職業能力開発
計画」で設定したＨ２２の目標値（７
５％）を上回っており成果が認められ
る。

Ｈ２０は、訓練生に対する託児サービ
スの付加など支援拡充を予定。今後
も高い就職率を維持できるものと予
想される。

障害児への在宅介護支
援（ホームヘルプサービ
ス）

障害児介護の軽減のため、在宅の障
害児の入浴や移動等の介護
【数値目標】
  Ｈ16　26,524時間
　 ⇒ Ｈ21　26,524時間
　利用時間

事業所数　　　　　１１０箇所
実施市町村数　　２５市町村

利用時間 時間 26,52426,52426,52426,52426,52426,5240.0着実な推進が図られている。 目標に達している。

障害児の発達を支援（デ
イサービス）

障害児の発達を促すため、通園にな
じむ障害児に基本的生活動作の習得
や集団生活への適応訓練
【数値目標】
  Ｈ16　72人分 ⇒ Ｈ21　72人分
　利用人数

事業所数　　　　　１７箇所
実施市町村数　　２0市町村

利用人数 人 72 72 72 72 72 72 0.0着実な推進が図られている。

目標に達している。

備考：平成１８年１０月から自立支援
法による自立支援給付費「児童デイ
サービス事業費負担金」に移行

重症心身障害児（者）を
抱える家庭への支援（重
症心身障害児（者）通園
事業）

在宅の重症心身障害児（者）が通園
によって日常生活動作等の必要な療
育受けるとともに、家庭における療育
技術の習得
【数値目標】
  Ｈ16　15人分 ⇒ Ｈ21　30人分
　利用人数

委託事業所数　３箇所
県直営　１箇所
総定員数　30名

利用人数 人 15 15 30 30 30 30100.0
平成１８年８月に「あけぼの医療福祉
センター」の再整備が終了し、９月か
ら事業を開始した。

目標に達している。

57
出産に関する知識の普
及

母親学級、両親学級を開催する市町
村への助成
【数値目標】
　H16 85% ⇒ H21 100%
  母親学級を実施する市町村の割合

各市町村において事業開催

母親学級
を実施す
る市町村
の割合

％ 85 89 93 - - 10053.3概ね着実な推進が図られた。
引き続き母子保健推進事業に関する
指導を行う。

健康増進課

52

［数値目標変更の検討結果］
変更予定なし。

第５節　　親子の健康増進と小児医療の充実

児童家庭課

53

［数値目標変更の検討結果］
昨年調査時には目標値の記入が無かったが、「第８次山梨県職業能力開発計画」により目標値を設定する。経年的に上積みしていく目標値ではないので、今回１００％を上回っているが変更はしない。

職業能力開発課

54

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

障害福祉課

55

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし

障害福祉課

56

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし

障害福祉課
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58
禁煙･分煙施設認定事
業の推進

禁煙･分煙対策実施施設の認定
【数値目標】
　H16  413か所　⇒ H21　1,500か所
　認定施設数

禁煙・分煙認定施設　１，１７６施設
認定施設
数

か所 413 675 9401,1761,3501,50070.2着実な推進が図られている。
引き続き、公共施設等に対する啓発
を実施する。

健康増進課

総合周産期母子医療セ
ンター

高度な診療機能と医療設備を備え24
時間体制で運営
【数値目標】
　H15  6.4人 ⇒ H20　3.0人
　出産1千人当たりの周産期死亡率

高度な診療機能と医療設備を備え24
時間体制で運営

出産１千
人当たり
の周産期
死亡率

人 6.4
(H15年）

5.4
(H16年）

4.5
(H17年）

3.7
(H18年）

3.0
(H19年）

3.７
（H20年）

100.0着実な推進が図られている。
必要なマンパワーを確保しつつ、引き
続き周産期死亡率が低下するよう努
めていく。

60
地域の人材を活用した
教育

各分野に優れた知識、経験、技能を
持つ社会人の活用
【数値目標】
　H16 53% ⇒ H21 75%
　活用校の割合

活用校実績
　小学校　　１５１校
　中学校　　　４０校

活用校の
割合

％ 53 65 64 64 65 7550.0
１校当たりの利用時間が増えている
ため，活用校数が伸びない。

さらに、本事業の活用を進める。 教・義務教育課

61
全日制単位制高校の設
置

全日制単位制高校の設置の促進
【数値目標】
　H16 3校 ⇒ H21 4校
　設置数

新しいタイプの高校づくりに関連し、
高等学校の教員を対象とした研修会
を2回開催

設置校数 校 3 3 3 3 3 4 0.0
平成１７年度において、地域の意見
の集約に努めた。

平成２０年度も引き続き、地域の理解
を求めるとともに、小中学校の生徒・
保護者などの要望の把握に努め、地
域と一体となった改編整備を推し進
めて行く。

教・新しい学校づ
くり
推進室

62総合学科高校の設置

総合学科高校の設置の促進
【数値目標】
　H16 3校 ⇒ H21 5校
　設置数

４校目の設置を予定する峡東地域に
おいて、学習会4回、意見交換会3回、
地域会議2回を開催。
地域会議において、総合学科を含む
総合制高校を設置することで関係者
の合意が得られた。

設置校数 校 3 3 3 3 3 5 0.0推進が図られている。

峡西南地域の総合学科については、
耐震化の緊急性が高いことから、当
面応急的な耐震工事を実施し、その
後地元関係者との協議を進める。

教・新しい学校づ
くり
推進室

少人数教育の推進
「かがやき３０プラン」

３０人学級編制か新アクティブクラス
を選択
【数値目標】
　H16 小学校１年生
　 ⇒ H21 小学校1・2年生
　実施対象学年

１学年 ３０人学級編制実施３８校
　　　　 新アクティブ選択　２０校
２学年 ３０人学級編制実施４２校
　　　　 新アクティブ選択　２０校

実施対象
学年

学年
小学校
１年生

小学校
１，２年
生

小学校
１，２年
生

小学校
１，２年
生

小学校
１，２年
生

中学校
１年生

小学校
１，２年
生

100.0着実な推進が図られている。
さらに、本事業の活用を進める。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

国語力の向上

指導事例集の作成、指定校による授
業の研究実践
【数値目標】
　H16 2校 ⇒ H21 全校
　実践校

国語力育成推進事業から国語力向
上実践事業へ移行

実践校 校 2 2 3 31 31 31100.0

平成１６年度から１８年度の国語力育
成推進事業を通じて、国語力向上を
目指した指導事例集を作成し、研究
指定校に於いて検証し、その成果を
報告書として各校に配付してきた。こ
れらの指導事例を活用し、各高等学
校毎に具体的な国語力向上の取組を
平成２１年度までの３年間で行い、逐
次国語力定着の実践の定着を図って
いく予定。

国語力向上実践事業では、平成１９
年度から平成２１年度の３年間で、そ
れぞれの高等学校が生徒の実態等
を踏まえた国語力向上の取組をする
ことになっている。各年度毎に中間報
告及び年度末の報告会を行い成果に
ついて検証し、情報交換を行い、各校
の取組の向上を図っていく予定であ
る。

64 教・高校教育課

第６節　　子どもたちを取り巻く教育環境の充実

59 医務課

［数値目標変更の検討結果］
医療計画との整合を図る。　５．３　→　３．７

教・総務課
教・義務教育課63

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

［数値目標変更の検討結果］
事業組み替えに伴い、実践校（指定校）数累計から県下公立高校全校実施に変更　　５５　→　３１
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65
心に元気をはぐくむ道徳
教育の推進

推進校を指定し道徳教育の充実
【数値目標】
　H16 50校 ⇒ H18 150校
　延べ実践校数

実践校を５０校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 50 100 150- -
150

（Ｈ１８）
100.0

着実な推進が図られた。
（平成１８年度をもって事業終了）

平成１９年度から「ふるさとやまなし心
の教育推進事業」

教・義務教育課

66
児童・生徒の心に響く道
徳教育の推進

推進校を指定して、生命を尊重する
心を育てるための道徳教育の推進
【数値目標】
　H16 4校 ⇒ H21 14校
　延べ実践校数

実践校を５校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 4 5 10 11 15 1470.0
着実な推進が図られた。
（平成１９年度をもって事業終了）

平成２０年度から「道徳教育実践教育
事業」

教・義務教育課

命の大切さを学ぶ体験
活動の推進

推進校を指定して、命を大切にする
心をはぐくむための体験活動を実施
【数値目標】
　H16 - ⇒ H21 8校
  延べ実践校数

実践校を３校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 - 4 6 9 9 8125.0着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

68遠くの町の体験活動

よりよく生きるため、知恵や実践力を
身に付けさせるための環境の異なる
地域で体験活動
【数値目標】
  H16 2校⇒ H21 8校
  延べ実践校数

推進協議会の開催　　１回
体験活動推進校　　　　小・中学校
各１校

延べ実践
校数

校 2 4 5 8 10 8100.0
着実な推進が図られた。
（平成１９年度をもって事業終了）

平成２０年度から「農村漁村生活体験
事業」

教・義務教育課

69豊かな体験活動

豊かな心を育てるための福祉・ボラン
ティア活動の実践
【数値目標】
  H16 12校 ⇒ H21 24校
  延べ実践校数

推進地域　　２地区
推進校　　　 ６校

延べ実践
校数

校 12 18 24 30 - 24150.0
着実な推進が図られた。
（平成１９年度をもって事業終了）

平成２０年度から「高校生社会奉仕活
動推進事業」

教・義務教育課
教・高校教育課

70豊かな心の育成の推進

道徳教育推進校の指定、教育フォー
ラムの開催等
【数値目標】
  H16 50校 ⇒ H18 150校
  延べ指定校数

実績なし
延べ指定
校数

校 50 100 150- - 150�（Ｈ１８） 100.0
着実な推進が図られた。
（平成１８年度をもって事業終了）

平成１９年度から「ふるさとやまなし心
の教育推進事業」

教・義務教育課

71
学校不適応児童生徒に
対する支援

不登校となった児童生徒の自立支援
のための適応指導教室
【数値目標】
  H16 33.3% ⇒ H21 42%
  児童生徒の再登校率

適応指導教室の運営（石和、韮崎、
都留）
甲府市への委託（あすなろ学級）
南アルプス市への委託（教育支援セ
ンター）

児童生徒
の再登校
率

％ 33.3 29.3 32.3 33.5 42.0 42.0 2.3
不登校者数が増加に転じている状況
の中で，平成１７年度からの再登校率
は上昇し，目標値に近づいている。

不登校の要因が，多様化，複雑化し
ている状況ではあるが，不登校対策
を継続して推進し，目標値に近付け
る。

教・義務教育課
教・高校教育課

72
スクールカウンセラーの
配置・派遣

いじめ・不登校を解決するための専
門相談員の配置・派遣
【数値目標】
  H16 70校 ⇒ H21 100校
  配置校数

スクールカウンセラー配置校　８３校
　　　小学校　２校
　　　中学校７５校
　　　　 高校  ６校

配置校数 校 70 81 83 83 104 10043.3
推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。

計画的な増配置を行っていくことで、
目標は達成できると考えている。

教・義務教育課
教・高校教育課

73
個に応じた多様な教育
の推進

チームによるきめ細かな幼児教育を
実施するための私立幼稚園への助成
【数値目標】
  H16 43園⇒ H21 50園
  実施幼稚園数

４４園
実施幼稚
園数

園 43 39 42 44 50 5014.3

チーム保育は、職員数と園児数に
よって実施が左右される。近年、園児
が減少傾向にあり、教員の退職補充
も困難（採用計画が立たない）な状況
の中で、昨年より２園増加した。

今後も、障害児の就園の促進を図り、
また、県幼稚園協会と協議の場を設
けるなどして目標の達成に向けて努
力をしていく。

私学文書課

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

67
教・義務教育課
教・高校教育課
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74
幼稚園における子育て
支援活動

子育て支援活動を行うための私立幼
稚園の施設整備に対する助成
【数値目標】
  H16 － ⇒ H19 5園
  実施幼稚園数

８園
実施幼稚
園数

園 - 5 5 8 -5�（Ｈ１９）
着実な推進が図られた。
（平成１９年度をもって事業終了）

私学文書課

子育て相談や施設の地
域への開放

施設や機能を地域に開放する子育て
支援活動への助成
【数値目標】
　H16 48園 ⇒ H21 50園
　実施幼稚園数

５０園（うち２園は厚労省事業を実施）
実施幼稚
園数

園 48 50 50 50 50 50100.0着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

76
障害児就学前教育相談
の充実（プレスクールシ
ステム）

就学相談、体験学習の実施
【数値目標】
　H16 1,600回 ⇒ H21 2,300回
  開催回数

教育相談・体験学習合計2,666件. 開催回数 回 1,6792,2592,3002,6662,3002,300158.9着実な推進が図られている。

目標を達成しているので、今後目標
値の変更を視野に入れながら取組を
行っていく。
順調な実施が見込まれる。

教・新しい学校づ
くり推進室

交流活動の推進

交流教育提携校の指定、交流活動の
推進
【数値目標】
　H16 38校 ⇒ H21 40校
　交流提携校数

交流提携校は，幼稚園２園，小学校１
２校，中学校１３校，高等学校１５校，
特別支援学校３校，計４５校

交流提携
校数

校 38 39 45 45 40 40350.0着実な推進が図られている。
学校間の交流だけではなく、地域交
流も含めて交流活動を推進する。

78地域子ども教室

放課後や週末に児童・生徒が安全・
安心して活動するための子どもの居
場所を整備し体験活動を実施
【数値目標】
  H16 27か所 ⇒ H21 50か所
  実施か所数

放課後子ども教室として､県内３７か
所に設置

実施か所
数

か所 27 61 75 37 38 5043.5
当初の目標は達成された。
（平成１８年度をもって事業が終了）

この事業を進展する形でＨ１９年度か
ら市町村を実施主体とする「放課後子
ども教室」に移行。
補助率等が変更となり市町村におい
て取り組みが減少している。

教・社会教育課

79指導者講習会の開催

中央講習会への派遣と県内指導者
への伝達講習
【数値目標】
　H16 180人 ⇒ H21 300人
　参加者数

小学校教員体育実技講習会
（59名参加）
中・高等学校体育実技指導者講習会
（42名参加）
体つくり運動体育実技講習会
（79名参加）
山梨県健康教育指導者研修会
（112名参加）

参加者数 人 180 367 321 292 311 30093.3着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

教・スポーツ健康
課

80
生涯・地域スポーツ推進
事業

市町村等が設立支援する総合型地
域スポーツクラブへの育成支援
【数値目標】
　H16 5% ⇒ H21 85%
　市町村実施率

企画運営委員会の開催（年３回）
連絡協議会の開催（年３回）
市町村巡回訪問等（２１市町村）
クラブマネジャー養成講習会
（３日間開催）
総合型地域スポーツクラブ交流大会
生涯スポーツ情報発信

市町村実
施率

％ 5 18 18 29 37 8530.0

推進は図られているが、予定した進
捗率に至っていない。
市町村・広域スポーツセンター等の努
力により４市１町(５クラブ)が設立。

平成２０年度中に４市４クラブ（甲府
市、富士吉田市、笛吹市、甲州市）が
新設予定。
今後、あらゆる機会を通じて各市町
村に本事業実施を働きかけていく。

教・スポーツ健康
課

75

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし。

私学文書課

77

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

教・義務教育課
教・新しい学校づ
くり推進室
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81
パンフレット作成
（平成１７年度　臨時事
業）

育児休業制度等の導入及び利用の
促進のための啓発
【数値目標】
  H15 0.7% ⇒ H21 10%（国の目標）
  男性の育児休業取得率

男性の育
児休業取
得率

％ 0.7 - 1 - 10 10 3.2
３年ごとに実施している「女性労働者
就業実態調査」において把握している
ので、進捗状況に変化はない。

育児・介護休業に係る法律や制度、
各種助成制度等を掲載したパンフ
レットの配付や、講習会・個別相談の
開催、中小企業労働施策アドバイ
ザーによる企業訪問により、育児・介
護休業を取得しやすい環境づくりに
努める。

労政雇用課

82
農村女性活動推進プラ
ンの実践

家族経営協定の推進
女性リーダーの養成
【数値目標】
  H16 195件⇒ H21 230件
  家族協定締結数

日頃の普及活動や様々な活動の中
で、家族経営協定を結ぶように、積極
的な働きかけを行った。

家族協定
締結数

件 195 214 241 251 230 230160.0
着実な推進が図られた。
（平成１８年度をもって事業終了）

引き続き、日頃の普及活動や様々な
活動の中で、家族経営協定締結につ
いて積極的な働きかけを行う。
やまなし農業ルネサンス大綱
（H19.12.策定）で引き続き同様の事業
を実施。

農業技術課

83街路等を整備する事業

安全・安心なまちづくりのためのあん
しん歩行エリア内道路の整備
【数値目標】
  H16 75% ⇒ H21 93%
  事業か所の整備率

街路整備事業　滝坂下今井線
交通安全対策事業　白井河原八田線
他　１路線
県道改良事業　甲府市川三郷線

事業か所
の整備率

％ 75 82 90 93 97 93100.0着実な推進が図られている。 目標値は達成できる。

道路企画室
道路整備課
道路管理課
都市計画課

84
歩道のフラット化を進め
る事業

子供等交通弱者が安心して通行でき
るよう歩道のフラット化などの整備
【数値目標】
  H16 44km ⇒ H21 64km
  歩道のフラット化延長

１９箇所において実施（６．５5km）
歩道のフ
ラット化延
長

㎞ 42.5 48.0 53.2 58.6 64.0 64.0 74.9着実な推進が図られている。 目標値は達成できる。 道路管理課

85
店舗等におけるベビー
シート等の設置促進

乳幼児を連れて買い物等の外出をし
やすくするため、ベビーシートや授乳
スペース等を整備する事業者への助
成
【数値目標】
  H16 － ⇒ H21 50か所
  設置か所数

４か所（累計１８か所）
設置か所
数

か所 - 12 14 18 - 5015.8
平成１９年度は、経済団体を通じて補
助制度の周知を図った。

平成１７年度から３年間の事業実施
により、当初の目的を果たしたことに
より平成１９年度末をもって事業廃
止。

児童家庭課

86公園緑地の整備

子ども連れにやさしい都市公園の整
備
【数値目標】
　H16 1.6㎡ ⇒ H21 1.8㎡
　１人当たり都市公園面積

１人当たり都市公園面積１．７㎡

南アルプス市　牧野街区公園
南アルプス市　一の出し街区公園
増穂町　青柳町４号公園　新設
増穂町　最勝寺２号公園　新設

１人当たり
都市公園
面積

㎡ 1.6 1.69 1.70 1.70 1.78 1.8050.0概ね着実な推進が図られている。
H20年度以降についても、新設設置
公園や既存公園の供用開始予定が
あり、目標は達成できると考える。

都市計画課

87河川空間の整備

子供たちが自然とのふれあう機会を
増進するための河川空間の整備
【数値目標】
  H16 － ⇒ H21 33か所
　設置か所数

上野原市桂川外5河川6箇所につい
て、河川公園等の整備を実施

設置か所
数

か所 - 8 16 22 29 3356.0概ね着実な推進が図られている。
予定どおり事業が進捗すれば、平成
２１年度の目標は達成出来る見込み
である。

治水課

88鉄道駅のバリアフリー化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが
安全で快適に鉄道駅を利用できるよ
うにするための駅の設備整備への助
成
【数値目標】
  H16  2駅 ⇒ H21 5駅
  整備駅数

なし 整備駅数 駅 2 2 2 2 2 5 0.0

バリアフリー化対象駅５駅（韮崎、上
野原、石和温泉、甲府、大月）のうち、
韮崎駅、上野原駅は実施済み。甲府
駅については、平成21年度にバリア
フリー化の予定で、現在、設計案を検
討中である。残る大月駅、石和温泉
駅は、本制度を利用せずに駅周辺整
備事業にあわせてバリアフリー化の
予定である。

甲府駅はH21年度に整備予定、大月
駅は駅周辺整備計画（H19～23年度）
によりH23年度までに整備予定、石和
温泉駅は計画を検討中。
大月駅、石和温泉駅については、他
事業とのかねあいもあり、H21年度ま
での全駅整備の目標達成は困難と見
込まれる。ただし計画は進行している
ので大月駅、石和温泉駅でもいずれ
バリアフリー化は実施される予定。

リニア交通課

第８節　　子育てを安全・安心にできる環境づくり

第７節　　仕事と子育てを両立させるための支援

11



H16
当初

H17
実績

H18
実績

H19
実績

H20
予定

H21
目標

事　業　名
今後の取り組み及び
目標達成の見込み

担　当　課事　業　内　容 単位番号
実施状況についての

評価・分析
目標
単位

数　　値 進捗
率
　 (%)
※

事業の実施状況

89
乗合バスのバリアフリー
化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが
安全で快適に乗合バスを利用できる
ようにするためのノンステップバス等
導入への助成
【数値目標】
  H16 12% ⇒ H21 25%
  ノンステップバス等導入率

当該補助金による購入はなし。バス
運行対策補助金等により５両整備。

ノンステッ
プバス等
整備率

％ 12.0 15.6 16.4 24.4 25.0 25.0 95.4
H19年度において、ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ等は9
両増加した。

各種補助制度の維持に取り組み、目
標の達成を図る。

リニア交通課

公営住宅の整備

個人のプライバシー、家庭の団らん
等に配慮した適正な広さをもつ住宅
の整備
【数値目標】
  H16 604戸⇒ H21 810戸
  整備戸数

千塚北団地　76戸 整備戸数 戸 604 645 738 814 886 88674.5着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

優先入居の推進

公営住宅における多子世帯等への優
先入居
【数値目標】
  H16 13戸
　 ⇒ H21 新築住宅の２割戸数

（新規募集なし）
優先入居
戸数

戸 13 32 0 0 0
新築
住宅の
２割

100.0
新築の際には優先入居枠を２割とす
る。

今後も新築の２割を目標に取り組む。

92
子ども緊急通報装置の
設置

子どもの通学路等における安全確保
のため、通報者の画像と音声で通話
できる装置の設置
【数値目標】
  H16 1か所 ⇒ H21 3か所
  設置か所数

笛吹市富士見小学校周辺（７基）に設
置の「子ども緊急通報装置」の継続運
用

設置か所
数

か所 1 1 1 1 1 3 0.0
機器の設置を契機に地域住民の防
犯意識が向上する等、安全な地域環
境の向上が図られた。

犯罪抑止効果及び地域の防犯意識
向上を図り、子どもへの犯罪抑止を
推進する。

警・生活安全企
画課

「子ども１１０番の家」

「子ども１１０番の家」と学校、地域の
連携の推進
【数値目標】
　H16 8,110か所 ⇒ H21 9,000か所
　設置か所数

「子ども１１０番の家」のチラシ、マニュ
アルを作成し、協力家庭・事業所等に
配布
子ども１１０番の家
　約１１，７４０件（Ｈ１９年末）

設置か所
数

か所 8,1108,88610,70011,74012,0009,000407.9
子供を犯罪から守ろうとする地域社
会環境の構築に役立っている。

さらに設置を促進するとともに、訓練
などを通じて対応力の強化を図る。

94
危機管理マニュアルの
作成

児童、生徒の安全を確保するための
公立学校における危機管理マニュア
ル作成の促進
【数値目標】
  H16 76% ⇒ H18 100%
　作成率

防犯教室（１３０名参加）
平成１９年８月２０日、２１日開催

％ 76 90 96 97 100 10087.5着実な推進が図られている。

全県下のすべての学校に危機管理マ
ニュアルの作成がなされるよう指導す
ると共に、さらに見直し等も指導して
いく。

教・スポーツ健康
課

95私立学校の安全対策

園児、生徒の安全を確保するための
私立学校における設備等の安全対策
への支援
【数値目標】
  H16 31校（園） ⇒ H21 42校（園）
  実施学校（幼稚園）数

４７園
実施学校
(幼稚園)
数

園 31 38 38 47 52 5761.5
着実な推進が図られているものの、
全国平均との乖離は大きい。

園児の安全確保は幼稚園の重要課
題であり、施設整備を実施する幼稚
園も増えてきており、目標数値は達成
できるものと考える。

私学文書課

セーフティードライブ・
チャレンジ作戦の実施

交通事故「０」をめざす参加型交通安
全運動（５人１チームにより２００日間
の安全運転を目指す）
【数値目標】
  H16  5,516チーム
　 ⇒ H21  6,000チーム
  参加チーム数

実行委員会開催
　４月１３日、２月４日
出発式　６月１５日
達成表彰式　２月１５日

参加チー
ム数

チーム 5,5165,6025,6806,9787,0007,00098.5着実な推進が図られている。

平成２０年度は、事業主体が実行委
員会から県直営となって２年目にな
り、一層強力に募集活動を展開する
ことから、目標は達成できる見込みで
ある。96 県民生活課

［数値目標変更の検討結果］
平成21年度までの整備個数が確定した。８１０戸　→　８８６戸

90 住宅課

91

［数値目標変更の検討結果］
変更予定なし。

住宅課

93

［数値目標変更の検討結果］
子ども１１０番の家設置については、市町村や教育委員会と連携して行うものであり、今後の増加数の予想は不可能である。
増加した１１０番の家へのチラシ配付については、進捗率は100％を維持することとする。

警・生活安全企
画課
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［数値目標変更の検討結果］
差参加チーム数目標　６，０００チーム　→　７，０００チーム
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